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１ 評価の目的 
 大学評価・学位授与機構（以下「機構」）が実施する評
価は，大学及び大学共同利用機関（以下「大学等」）が競
争的環境の中で個性が輝く機関として一層発展するよう，
大学等の教育研究活動等の状況や成果を多面的に評価す
ることにより，①その教育研究活動等の改善に役立てる
とともに，②評価結果を社会に公表することにより，公
共的機関としての大学等の諸活動について，広く国民の
理解と支持が得られるよう支援・促進していくことを目
的としている。 
 

２ 評価の区分 
 機構の実施する評価は，平成 14 年度中の着手までを
試行的実施期間としており，今回報告する平成 13 年度
着手分については，以下の 3 区分で，記載のテーマ及び
分野で実施した。 
 ①全学テーマ別評価（教養教育（平成 12 年度着手継

続分），研究活動面における社会との連携及び協力） 
 ②分野別教育評価（法学系，教育学系，工学系） 
 ③分野別研究評価（法学系，教育学系，工学系） 
 

３ 目的及び目標に即した評価 
 機構の実施する評価は，大学等の個性や特色が十二分
に発揮できるよう，当該大学等が有する目的及び目標に
即して行うことを基本原則としている。そのため，大学
等の設置の趣旨，歴史や伝統，人的・物的条件，地理的
条件，将来計画などを考慮して，明確かつ具体的に目的
及び目標が整理されることを前提とした。 
 
 
○全学テーマ別評価「研究活動面における社会との

連携及び協力」について 
 
１ 評価の対象 
 本テーマでは，大学等が行っている社会貢献活動のう
ち，社会一般を対象として連携及び協力を意図して行わ
れている研究活動面での社会貢献について，全学的（全
機関的）組織で行われている活動及び全学的（全機関的）
な方針の下に部局等において行われている活動を対象と
した。 
 対象機関は，設置者（文部科学省）から要請のあった，
国立大学（短期大学を除く 99 大学）及び大学共同利用
機関（総合地球環境学研究所を除く 14 機関）とした。 
 

２ 評価の内容・方法 
 評価は，大学等の現在の活動状況について，過去 5 年
間の状況の分析を通じて，次の 3 つの評価項目により実
施した。 

① 研究活動面における社会との連携及び協力の取組 
② 取組の実績と効果 
③ 改善のための取組 

  

 
 
３ 評価のプロセス 
(1) 大学等においては，機構の示す要項に基づき自己

評価を行い，自己評価書（根拠となる資料・データ
を含む。）を平成 14 年 7 月末に機構に提出した。 

(2) 機構においては，専門委員会の下に，専門委員会
委員及び評価員による評価チームを編成し，自己評
価書の書面調査及びヒアリングの結果を踏まえて
評価を行い，その結果を専門委員会で取りまとめ，
大学評価委員会で平成 15 年 1 月末に評価結果を決
定した。 

(3) 機構は，評価結果に対する対象大学等の意見の申
立ての手続きを行った後，最終的に大学評価委員会
において平成 15 年 3 月末に評価結果を確定した。 

 

４ 本報告書の内容 
 「Ⅰ 対象機関の概要」，「Ⅱ 研究活動面における社
会との連携及び協力に関するとらえ方」及び「Ⅲ 研究
活動面における社会との連携及び協力に関する目的及び
目標」は，当該大学等から提出された自己評価書から転
載している。 
 
 「Ⅳ 評価項目ごとの評価結果」は，評価項目ごとに，
「目的及び目標の達成への貢献の状況」（「目的及び目標
で意図した実績や効果の状況」）として，活動等の状況と
判断根拠・理由等を記述し，当該評価項目全体の水準を
以下の 5 種類の「水準を分かりやすく示す記述」を用い
て示している。 
・十分に貢献している。 
・おおむね貢献しているが，改善の余地もある。 
・かなり貢献しているが，改善の必要がある。 
・ある程度貢献しているが，改善の必要が相当にある。 
・貢献しておらず，大幅な改善の必要がある。 
（「取組の実績と効果」の評価項目では，「貢献して」を
「挙がって」と，「余地もある」を「余地がある」と記述
している。） 
 なお，これらの水準は，当該大学等の設定した目的及
び目標に対するものであり，大学等間で相対比較するこ
とは意味を持たない。 

また，評価項目全体から見て特に重要な点を，「特に
優れた点及び改善を要する点等」として記述している。 
 
 「Ⅴ 評価結果の概要」は，評価の対象とした取組や
活動，評価に用いた観点，評価の内容及び当該評価項目
全体の水準等を示している。 
 
 「Ⅵ 意見の申立て及びその対応」は，評価結果に対
する意見の申立てがあった大学等について，その内容と
それへの対応を併せて示している。 
 
 「特記事項」は，各大学等において，自己評価を実施
した結果を踏まえて特記する事項がある場合に任意記述
を求めたものであり，当該大学等から提出された自己評
価書から転載している。 
 

５ 本報告書の公表 

 本報告書は，大学等及びその設置者に提供するととも

に，広く社会に公表している。 

○大学評価･学位授与機構が行う大学評価について  

◇ 大学評価・学位授与機構が行う大学評価 
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１ 機関名：滋賀大学 
２ 所在地：滋賀県彦根市 
３ 学部・研究科・附置研究所等の構成 

【学部】教育，経済 【研究科】教育学研究科，経済学

研究科，【専攻科】特殊教育特別専攻科，【附置研究所等】

附属図書館，保健管理センター，生涯学習教育研究セン

ター，産業共同研究センター，情報処理センター（学内

施設），教育学部附属教育実践総合センター，教育学部附

属環境教育湖沼実習センター，経済学部附属史料館，経

済経営研究所（学内施設），経済学部情報処理教育センタ

ー（学内施設）,留学生センター（学内施設） 
４ 学生総数及び教員総数 
 ①学生総数：3,962 名（うち学部学生数 3,687 名） 
 ②教員総数： 312 名（うち附属学校教員数 78 名） 
５ 特徴 

本学は，滋賀県師範学校と彦根高等商業学校の流れを

くむ，教育，経済の二学部からなり，教育学部は学校教

育教員養成課程，情報教育課程，環境教育課程の 3 課程

で，経済学部は経済学科，ファイナンス学科，企業経営

学科，会計情報学科，情報管理学科，社会システム学科

の 6 学科で構成されている。 
教育学研究科は，学校教育，障害児教育，教科教育か

ら，経済学研究科は，経済学，経営学，グローバル･ファ

イナンスのそれぞれ 3 専攻からなり，現職教員の質的向

上及び高度な専門的職業人を養成することをめざしてい

る。また，特殊教育特別専攻科では，主として現職教員

を対象として，障害児教育に関する高度の専門的事項を

教授し，その研究を指導して，この分野の優れた教育者

を養成することを目的としている。 
学内共同教育研究施設の生涯学習教育研究センターは，

地方公共団体と連携し，よりよい生涯学習社会の実現を

めざし，産業共同研究センターは，民間等との共同研究

を推進し，地域産業の発展や本学における教育研究の活

性化を図っている。 
学部附属教育研究施設の教育学部附属教育実践総合セ

ンターは，教育実践・教育相談等に関する理論的・実証

的研究と指導を，同附属環境教育湖沼実習センターは，

琵琶湖及びその集水域等を活用した環境教育研究を，経

済学部附属史料館は近江商人研究を中心とした日本経

済・経営・社会・文化の歴史的調査研究を行っている。 

 
１ 「研究連携」に関するとらえ方 

滋賀大学は，古い歴史をもつ「近畿圏と中部圏・北陸

圏の接点」に位置し，あわせて琵琶湖の恵まれた自然環

境と豊かな歴史文化を持つ滋賀に立地する大学として，

「広く地域社会に貢献する大学づくり」を重要な使命と

している。研究連携も，このような立地条件に鑑み，地

域社会の今日的な具体的要請から出発し，地球的な視野

で研究成果を展開することを目指している。また，教育

学部と経済学部の二学部よりなる本学は，自ずと研究連

携のあり方も，具体的な事物の発見・開発等というより

も，むしろ知識・情報の蓄積としての成果が期待される

形のものになると考える。こうした見方に立った，研究

連携の取組としては，特に以下の諸点を重視している。 
(1) 琵琶湖及びその集水域，自然教育研究農場・研究

林の活用によって培われた環境問題に関する理論と知見

を社会に還元する。また「客員研究員」としての学外の

研究者・現職教員・市民，さらには海外の教育・研究者

等との実践・参加型共同研究を推進する。 
(2) 地方自治体との密接な連携のもとに，今日的な教

育課題や生涯教育に取り組む他，医療面でも身体・精神

医学の分野に関わって，社会と連携した研究活動を進め

る。ここでの社会貢献は，教育と研究活動とが不即不離

の関係にあり，研究成果の社会への還元であり，かつ，

現場からの要請が研究の進展につながるものといえる。 
(3) 社会・人文諸科学の共同研究を推進して技術，組

織，情報，環境のシステムに関する最新の学問的成果を

民間企業等に提供し，また民間との交流の成果を研究に

結びつける等「非理工系」的な連携及び協力を模索する。 
(4) 本学の擁する人的資源を活用し，地域社会の諸側

面に参画・貢献する連携活動を支援する。 
(5) 近江の経済史，経営史，社会史，教育史に関する

貴重史資料などを整理・研究し，成果を社会に公開する。 
もとより，上記の枠に収まらないものについても，大

学として積極的にサポートし，本学の擁する人的資源を

活用した社会連携・協力を推進している。 
２  取組や活動の現状 

「社会と連携及び協力するための取組」 

学部の現状：教育学部では，「教育に関する研究協力」，

「地方自治体等との研究協力」，「民間等との共同研究」，

「奨学寄付金の受入」等の他に，現職教員や市民等が参 

Ⅰ 対象機関の概要 
※ 大学等から提出された自己評価書から転載 

  
Ⅱ 研究活動面における社会との連携及

び協力に関するとらえ方 
※ 大学等から提出された自己評価書から転載 
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加する「研究会」の活動が多数ある。経済学部では，「環

境フォーラムへの協力」，「民間企業との共同研究」，「奨

学寄付金の受入」などの他，大学院に企業等から派遣さ

れた社会人の育成を通じた研究連携のネットワーク基盤

の充実がある。また，連携大学院の設置により企業との

交流，共同研究の推進が可能となっている。 
各センター等の現状： 
(1) 環境に関する研究には，環境教育湖沼実習センタ

ーの諸活動がある。県外教育委員会と連携した現職教員

との共同研究，さらに現職教員，児童生徒，市民ととも

に環境調査，教材開発に取り組む「湖沼環境教育しがプ

ロジェクト」の他，ILEC（国際湖沼環境委員会）及び

タイ国チェンマイ大学等と連携してタイの現職教員とと

もに環境調査，教材開発にあたる「短期環境教育ワーク

ショップ」，JICA・ILEC との連携のもとで開発途上国

の環境指導者育成カリキュラムを開発する「水環境を主

題とした環境教育コース」は，地域に立脚しつつ世界に

向けて研究成果を発信した好例である。また，オースト

ラリアのディーキン大学との水資源管理や環境教育に関

するシンポジウム等も重要な取組である。 
(2) 学校教育に関しては，教育実践総合センターが中

心に，滋賀県教育委員会，各学校現場等と今日的課題に

ついて共同研究を進めてきている。さらに情報処理セン

ターでは，教育貢献でもある研究会や講習会を行うとと

もに，教科「情報」の教材システムの開発，学校現場の

LAN 管理者育成，ブロードバンドの教育的用途の開発に

関わって，教育現場との共同研究活動を行っている。 
教育の地域重視という点では，生涯学習教育研究セン

ターと教育委員会の連携による「淡海生涯カレッジ」が

社会教育の先進的な取り組みとして位置づけられる。ま

た，教育実践総合センターは，滋賀県教育委員会等と連

携し，滋賀県情報教育指導者養成のためのカリキュラム

開発等の他，小学校と共同し学習困難児への支援等を行

っている。さらに保健管理センターは，滋賀県立成人病

センター等と連携し，血液悪性腫瘍を中心に共同研究を

進めている。また同センターの「近畿発達障害相談事業」

を通しての研究協力の呼びかけや実情調査の活動は，社

会との研究連携に該当する。また，留学生センター主催

の「滋賀大学学術国際交流セミナー2002」は，地域とと

もに国際交流のあり方を模索する研究活動でもある。 
(3) 産業共同研究センターでは，民間から研究者を客

員教授として招聘し，民間等との共同研究，民間等から

の受託研究を実施しており，「近江国内商業史の研究」等 

 
の共同研究や「（株）RD エンジニアリング最終処分場周

辺住民生活影響調査」等の受託研究がある。また，同セ

ンターは，「滋賀ベンチャーズ・インフラ 21」の専門家

と密接な連携のもと，滋賀県における新産業・新企業創

出の支援を行っている。 
(4) 経済学部附属史料館は貴重史資料の収集・保存，

整理・公開をする他，滋賀県下の各自治体史編纂事業に

協力している。経済経営研究所は，企業等に働きかけ，

多数の「会社史・団体史」を収集し，本学の研究に役立

てるとともに，目録をインターネットで公開している。 
その他，全学的には，自己評価を取り入れた「研究者

総覧」を公表し，また，産業共同研究センターは「環境

関連業績一覧」を公表している。さらに，両学部でも教

官の研究活動を公表している。 
「研究成果の活用に関する取組」 

(1) 環境教育湖沼実習センターでは，年 4 回センター

ニュース「集水域」を発行し，環境情報・環境教育情報

を提供するとともに，研究成果の公表の場として「研究

発表会」を開催している。その成果は，「淡海生涯カレッ

ジ」の理論学習講座でも活用されている。 
(2) 生涯学習教育研究センターが開催している「地域

巡回型の公開講座」は教育面での社会貢献活動であると

ともに研究成果の公開でもある。また，保健管理センタ

ーの「近畿発達障害相談」も，これと同様である。教育

実践総合センターでは，不登校児等の家族に対する相談

とケアーを滋賀県教育委員会等と共同で行っている。 
(3) 学部として取組んでいる「産業界への技術移転」

の他に，産業共同研究センターが，各種の企業革新フォ

ーラムや環境フォーラム等を開催している。 
(4) 両学部とも，多くの教官が公的な各種審議会・委

員会等へ参画することにより地域社会へ貢献している。 
(5) 経済学部附属史料館は収蔵史資料を用いて,毎年

テーマを変えた企画展を実施し，市民への研究情報公開

を行い，併せて収蔵史料の整理目録を刊行し，広く研究

成果を公開している。経済経営研究所の「旧植民地関係

資料総合目録検索」データベースや『彦根論叢』の全文

のインターネット公開も，同様の社会還元である。 
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１ 目的 
１）研究連携の基本的な方針 

①地域に根ざす研究連携 
現代社会では，地球規模の焦眉の課題が取り沙汰さ

れているが，その具体的な問題群は，むしろ地域社

会に定位していることが多い。つまり，地域に根ざ

す姿勢は，学術上の新しい課題の発見や普遍的な成

果に繋がりうる。そこで，研究連携においても「地

域」という側面を重視する。 
②非理工系的な研究連携 

一般常識への挑戦として，むしろ人文・社会科学分

野における，「非理工系」的な側面での研究連携を

重視する。 
２）達成しようとする基本的な成果 

①地域のコア機能 
「滋賀大学にアクセスすれば何かが得られる」と言

われるような，地域の中核的存在を確立する。 
②研究連携の非理工系的モデル 

「非理工系」的な側面を重視し，しかも「地域」に

拘る姿勢を貫くことで，従来の発想では捉えきれな

い，斬新な「研究連携モデル」を構築する。 
③教育へのフィードバック 

研究連携から得られる洞察や成果を，大学の本務で

ある学生教育にフィードバックさせる。 
２ 目標 

本学の人的資源，歴史的経緯や立地条件等を考慮し，

比較優位を引き出しうる分野，あるいは強調すべき点を

絞って，具体的な目標を設定する。（以下の項目は，目的

に掲げた項目のすべてに関わっている） 
１）環境 
・環境教育湖沼実習センターを中心に，「琵琶湖とその

集水域」をフィールドとする研究連携を進める。 
・環境問題の基本的性格を考慮して，研究連携の相手

として，市民活動から教育機関，産業界，行政機関，

さらには国際機関までをも視野に入れる。 
・環境学習の教材開発，カリキュラムの構成，指導者

の養成など，とりわけ「環境教育」の分野に焦点を

合わせる。 
２）教育 

・教育現場での新たな諸問題に対応するために，地域

の教育委員会や現場の教員との研究連携を深める。 
・教育実践総合センターの県内の相談室を拡充し，登

校拒否や多動等の諸問題についての相談業務を実施

しながら，指導方法の改善について研究する。 
・情報処理センターの機能により，情報教育の新教材

の開発，LAN 管理者の育成，ブロードバンドの教育

的用途の開発等を行う。 
・生涯学習教育研究センターを中心に，生涯教育の方

法，その内容や教材等の開発を行う。 
・保健管理センターの専任教官による精神保健等の医

療面での研究連携を推進し，その成果を学内の相談

業務にも還元する。 
３）産学共同研究 

・平成 5 年に，非理工系分野での学問的成果に基づく

産業界等との共同研究を推進させるため，産業共同

研究センターが設置された。この機能を拡充するた

め，省令化施設へ移行させ，専任教官と事務官を配

置することを目指してきた。（平成 13 年度省令化） 

・共同研究，受託研究，奨学寄付金，客員研究員等を

制度化し，受入件数の増加を図る。 

・共同研究等を開花させるために，社会環境の変化に

伴う新たな問題群を探り，それに関する情報交換や

学習を行う機会として，フォーラム等を開催する。 

・大学と地域社会に偏在する人的資源や知的資産を集

積することで，中小企業等の経営相談のインフラを

構築する。 

４）教官の研究連携活動とその支援 

・個別研究者の自発的創意に基づく研究連携は，多様

な分野と形態にまたがる。こうした諸活動を大学が

組織的に支援する方法を，事務機構の再編等を含め

て再検討する。 

・地域社会の行政等への教官の参画を支援する。 

・研究連携に繋がる公共性の高い研究会の資金援助を

行う。 

・研究者情報，研究成果情報の公表の充実を図る。 

５）歴史に関する史資料を活用した研究連携 

・経済学部附属史料館の近江商人や近江社会に関する

中世～現代の史資料，経済経営研究所の旧植民地関

係資料など，本学が収蔵する貴重な史資料を素材と

した，新たな研究連携の潜在的可能性を探る。

Ⅲ 研究活動面における社会との連携及び協力に関する目的及び目標 
※ 大学等から提出された自己評価書から転載 
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１．研究活動面における社会との連携及び協力

の取組 
 

◇目的及び目標の達成への貢献の状況 

環境教育湖沼実習センターの湖沼環境教育しがプロジ

ェクト事業「みんなでつくろう水環境マップ」は，環境

教育の実践の輪を広げるために発足し，参加者と共同で

河川調査等を実施している。また，滋賀大学環境フォー

ラムは，教育学部，経済学部及び産業共同研究センター

の共同による学部横断的で学際的な組織であり，国際的

な共同研究等を実施している。これらは，今日的課題に

地域的・国際的に対応しようとするものであり，優れて

いる。 
生涯学習教育研究センターの「淡海生涯カレッジ」は，

「意識」「経験」「知識」のバランスを考えた環境学習ス

タイルであり，教育委員会等と幅広く協力し，またカレ

ッジ修了者が講師やアドバイザーとして参加するという

ユニークな運営方法がとられており，優れている。 
産業共同研究センターの省令施設化，まちづくり専門

の専任教授やベンチャー企業育成支援の客員教授の配置

は，目的に掲げられている「地域に根ざす非理工系的な

研究連携」の発展を促進する可能性を広げ，また（株）

野村総合研究所との連携大学院の開設は，民間シンクタ

ンクとの研究，交流の推進体制を可能にしていることか

ら優れている。 
環境教育湖沼実習センターでは，滋賀大学関係者を研

究員，学外者を客員研究員とする制度が基盤となった研

究発表会を開催しているほか，年 4 回発行しているセン

ターニュース，ウェブサイトを通じて研究成果を提供し

ており，優れている。 
保健管理センターの近畿発達障害相談事業では，地域

の関連する機関と連携して，精神障害を抱え，就学･就労

等の諸問題を抱えた青少年たちに電子メールを活用した

専門的支援を試みており，優れている。 
産業共同研究センターが主催する各種フォーラムは，

自治体等からの共催・後援を得て開催され，社会の新し

い動きから題材を取り上げていることから，産学共同研

究につながる情報交換の機会提供として優れている。 
みんなでつくろう水環境マップは，琵琶湖を有する地

域性を生かした参加型プログラムによる調査･教材開発

手法をとり，JICA 等と連携した「水環境を主題とした 

 
環境教育コース」は，開発途上国から研修生を受け入れ，

環境教育の進展や指導者育成支援に寄与するものであり，

これらは地域性・国際性に優れている。 
産学連携事業「ベンチャーズ･インフラ 21」は，社会

科学系専門家，大学研究者と企業経営者・起業家をイン

ターネットで結びつける経営相談システムであり，新産

業，新事業の創出に挑む企業をネットワークで結びつけ

て支援するプロジェクトとして優れている。 
JICA 等と連携した湖沼水質保全コースは，開発途上

国の研修生を対象とし，研究成果を活用した人材育成に

寄与しており，優れている。 
長浜市教育委員会と連携した長浜教育相談室の開設に

よる県北を対象とした出張教育相談は，地域を重視した

取組として優れている。 
広報の体制･範囲･方法として，各種企画の実施に当た

って，調査要項・開催案内の送付，記者発表，ポスター

やチラシの配布等を行い，事後には講演録の作成，ホー

ムページへの掲載等きめ細かな体制をとっており，優れ

ている。 
大学が有する資源の活用として，学会活動，学術誌等

による成果発表，研究紀要のインターネット上での全文

公開を行っているほか，経済経営研究所が所蔵する旧植

民地関係資料総合目録のデータベース化を行い，ホーム

ページで公表しており，相応である。 
各種審議会・委員会への参加，地方公共団体等の調査

活動への協力，教育相談，産業界への技術移転，経営相

談等が多数の教官により行われ，教員個人の判断による

自主的な関わりを経て，組織的な取組も見られるように

なってきており，優れている。 
貢献の程度（水準） 

これらの評価結果を総合的に判断すると，取組は目的

及び目標の達成に十分に貢献している。 
 

◇特に優れた点及び改善を要する点等 

産学連携事業「ベンチャーズ･インフラ 21」は，企業

経営者や起業家からの相談内容を産業共同研究センター

が弁護士や会計士等の社会科学系専門家や大学研究者に

伝達し，インターネットで回答する経営相談システムで

あり，新産業，新事業の創出に挑む企業をネットワーク

で結びつけて支援するプロジェクトとして特色ある取組

である。

Ⅳ 評価項目ごとの評価結果 
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２．取組の実績と効果 

 

◇目的及び目標で意図した実績や効果の状況 

地域に開かれた大学の参加型共同研究としての「みん

なでつくろう水環境マップ」は平成 8 年度から実施され，

毎年 100 人前後の参加があり，琵琶湖の水質保全の意識

高揚に大きな役割を果たしている。同じく平成 8 年度か

ら実施された「淡海生涯カレッジ」，平成 10 年度から開

始の開発途上国の環境教育指導者を育成する「水環境を

主題とした環境教育コース」も社会との連携･協力を促進

する柱として注目されるものであり，アンケート結果や

レポートによると参加者の満足度は高く，優れている。 
産業共同研究センターは滋賀県における新産業･新企

業創出の支援のため「滋賀ベンチャーズ･インフラ 21」
を専門家と連携して行っている。ネットワークシステム

の改善等に課題はあるが，アクセス件数は設立直後の平

成 13年 8月から 10月までの 92日間に 2,714件に上り，

社会的ニーズの高さが伺われ，時宜にかなった活動とな

っており，優れている。 
連携・協力先の獲得状況として，教育学部は，滋賀県

教育委員会，滋賀県総合教育センターなど県下各地の教

育機関と連携し，共同研究を進めており，実績もあがっ

ている。経済学部では，平成 14 年度に野村総合研究所

との連携大学院を設置し，交流および共同研究の推進な

ど，今後の成果が待たれるところであり，相応である。 
外部資金の獲得状況は，平成 13 年度は共同研究 3 件，

受託研究 1 件，奨学寄附金 16 件を受け入れている。し

かし，奨学寄附金については一定の実績が継続している

ものの，共同研究については平成 10～12 年度は各 1 件，

受託研究については受入件数 0 件の年度もあり，更なる

努力が望まれることから相応である。 
教育実践総合センターではこれまでの実績の上に立っ

て，新しい共同研究「低学年の学習及び行動の困難に対

する初期的対応のあり方」に取り組んでいる。情報処理

センターも新しい連携を可能にする情報化社会に対応す

る取組を多面的に行っている。これらはこれまでに積み

上げてきた実績の成果であり，優れている。 
生涯学習教育研究センターでは，教育委員会等との協

力による新たな要請プログラムの開発と連動しつつある

取組を行い，生涯学習を考える集いには 300 人の参加者

を得た。また産業共同研究センターでは，企業経営革新

フォーラムなど地域と結びついた活動を行い，企業経営 

 
革新フォーラム，環境フォーラムなど各フォーラムには

毎年 60 名前後が参加しており，研究成果の活用実績と

して優れている。 
環境教育湖沼実習センターの研究発表会は，最新の研

究成果を聞くことができると好評を得ている。研究成果

を提供しているウェブページへのアクセス数は 2 万 4 千

回を超えている。また教育実践総合センターの公開講座

は日ごろの教育相談活動を反映したものであり，参加者

の満足度が高く，優れている。 
各種審議会・委員会等への教員派遣は，滋賀県，彦根

市など近隣自治体への派遣が多く，派遣人数は平成 11
年度以降毎年約 100 名を派遣しており，相応である。 

実績や効果の程度（水準） 

これらの評価結果を総合的に判断すると，目的及び目

標で意図した実績や効果がおおむね挙がっているが，改

善の余地がある。 
 

◇特に優れた点及び改善を要する点等 

 ここでは，前述の評価結果から特に重要な点を，特に

優れた点，改善を要する点，問題点として記述すること

としていたが，該当するものがなかった。 
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３．改善のための取組 

 

◇目的及び目標の達成への貢献の状況 

全学的な体制として，評価検討委員会，その下に自己

点検･評価専門委員会等を設置している。多数の教職員が

出席し，質疑応答形式による点検・評価報告会は，昭和

59 年以降継続的に開催され，「研究連携」は平成 13 年度

の重点項目となっている。また，平成 11 年版「滋賀大

学の現状と課題」の中で「地域･社会に開かれた大学への

取組とその評価」を項目に掲げ，平成 14 年版では「地

域社会から世界へ－連携･貢献･交流－」の一環として「地

域社会との連携」を項目に掲げ，明確な方向性を示して

いる。さらに，研究者総覧は，研究・教育・社会貢献活

動等に関する自己評価を含み，教官が自らの活動状況や

問題点を把握するように工夫されているほか，平成 11
年以来 2 回開催した「地域社会との連携活動に関する研

究センター長等連絡会議」は，地域社会との連携活動の

推進に特化したものであり，そこでの議論は将来計画の

策定推進に活かされている。これらの全学的な体制は，

多元的に整備され，地域社会との連携を継続的に把握す

るものであることから優れている。 
環境教育湖沼実習センターの「みんなでつくろう水環

境マップ」では，意見交換により，「水環境を主題とした

環境教育コース」では，評価会の開催により，改善点等

を把握している。情報処理センターの「教育技術支援」

のように教官有志の活動の様相があるものは，把握の体

制に問題があるものもあるが，学部・センター等が実施

する取組は，それぞれの担当学部・センターが個別に取

組状況や問題点を把握している。また，「ベンチャーズ・

インフラ 21」は，平成 13 年度に開始されたばかりであ

るが，ネットワークシステムの改善など実績を挙げる努

力がなされており，優れている。 
環境教育湖沼実習センターの「研究発表会」について

は，会場での質問，コメントの様子，センター宛のメー

ルの内容を通じて運営委員会で意見を把握している。ま

た，センターニュース，ウェブサイトを通じた研究成果

の提供については，電話やメールを通じて意見を聴取す

る体制をとっており，実際にも多数の意見が寄せられて

いることから優れている。 
学外者の意見等を把握する体制や取組として，全学的

には，「運営諮問会議」「外部評価委員会」を開催してい

る。平成 12 年度に，前者では「地域社会への貢献のあ 

 
り方」を諮問し，後者では「地域社会との連携」を点検

評価の細項目として検討した。提出された意見について

大学として改善を検討し，将来構想へつなごうとしてお

り，優れている。 
学部・センター等が実施する取組は，それぞれの担当

学部・センターが個別にアンケート調査などにより意見

を聴取することにより，取組状況や問題点を把握してい

る。産業共同研究センターでは，共同研究先の意見を積

極的に聴取し，相手方企業の意見や感想を取りまとめ，

担当教官の感想・意見とともに公表しており，優れてい

る。 
把握した意見や問題点の改善状況として，評価にかか

わる報告書を全教官へ配布しているほか，第１回外部評

価委員会からの指摘に対して，大学として積極的に対応

している。また，運営諮問会議で提示された意見を踏ま

え，地域への積極的な貢献を含む大学の理念目標を実現

する方策として，全学センターの充実，環境に関する全

学センターの構想などを検討しているが，教官の意識面

の向上の改善策についても研究費の配分に差を設けるな

どの自発的議論がなされており，優れている。 
学内教員を対象としたアンケート調査の結果，地域交

流のノウハウの不足，地域交流担当窓口が設置されてい

ないなどの問題点を認識し，その改善策として，平成 13
年度に，事務組織の見直しを行い，共同研究及び受託研

究の受入支援などを行う学事調整係を設置した。現段階

では事務組織の見直しに止まっているが，問題点の把握

により更なる改善に着手しつつあり，相応である。 
経済経営研究所の「旧植民地関係資料総合目録検索」

データベースは，来訪者の意見を取り入れて，データベ

ースに掲載する資料を選定しており，相応である。 
貢献の程度（水準） 

これらの評価結果を総合的に判断すると，改善のため

の取組が目的及び目標の達成に十分に貢献している。 
 

◇特に優れた点及び改善を要する点等 

点検・評価報告会は，多数の教職員が出席し，質疑応

答形式により開催され，「地域社会との連携活動に関する

研究センター長等連絡会議」は地域社会との連携活動の

推進に特化し討議しているほか，評価検討委員会，自己

点検・評価専門委員会など，取組状況や問題点を把握す

る全学的な体制は，多元的に整備され，地域社会との連

携を継続的に把握するものであることから特に優れてい

る。 
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１．研究活動面における社会との連携及び協力の取組 
滋賀大学においては，「研究活動面における社会との連

携及び協力」に関する取組や活動として，民間企業等と

の共同研究，受託研究，奨学寄附金の受入れ，教育委員

会等との共同研究，研究会，公開講座，セミナー・シン

ポジウム・フォーラム，ワークショップの開催，発達障

害相談事業，教育相談，経営相談，各種審議会・委員会

等への参画，自治体史編纂事業への協力などが行われて

いる。 
評価は，取組や活動の実施体制・方法・内容，取組や

活動の地域性・国際性・公共性，広報の体制・範囲・方

法，大学が有する資源の活用の各観点に基づいて，取組

や活動及びそれを実施するための体制が，目的及び目標

の達成に貢献するものとなっているかについて行った。 
これらの評価結果を総合的に判断すると，取組は目的

及び目標の達成に十分に貢献している。 
 「特に優れた点及び改善を要する点等」としては，産

学連携事業「ベンチャーズ・インフラ 21」は，弁護士等

との社会科学系専門家，大学研究者と企業経営者・起業

家とをインターネットで結びつける経営相談システムで

あり，新産業，新事業の創出に挑む企業を支援するプロ

ジェクトである点を特色ある取組として取り上げている。 
 
２．取組の実績と効果 

評価は，連携（協力）活動の実績，連携（協力）先の

獲得状況，大学及び連携（協力）先が得た実績や効果，

研究成果の活用の実績，研究成果の活用相手並びに大学

が得た満足度の各観点に基づいて，当該大学での取組や

活動の成果から判断して，目的及び目標において意図す

る実績や効果がどの程度挙がったかについて行った。 
これらの評価結果を総合的に判断すると，目的及び目

標で意図した実績や効果がおおむね挙がっているが，改

善の余地がある。 
「特に優れた点及び改善を要する点等」としては，該

当するものがなかった。 
 

３．改善のための取組 
評価は，取組状況や問題点を把握する体制や取組，学

外者の意見等を把握する体制や取組，把握した意見や問

題点の改善状況の各観点に基づいて，「研究活動面におけ

る社会との連携及び協力」に関する改善のための取組が

適切に実施され，有効に改善に結びついているかについ

て行った。 
これらの評価結果を総合的に判断すると，改善のため

の取組が目的及び目標の達成に十分に貢献している。 
「特に優れた点及び改善を要する点等」としては，点

検・評価報告会，地域社会との連携活動に関する研究セ

ンター長等連絡会議，評価検討委員会，自己点検・評価

専門委員会など，取組状況や問題点を把握する全学的な

体制は，多元的に整備され，地域社会との連携を継続的

に把握するものである点を特に優れた点として取り上げ

ている。 
 

Ⅴ 評価結果の概要 
 


